




Changed of comprehensive community sport clubs in The Great East Japan Earthquake
~Case of Kesennuma City N Club, Shichigahama‑machi A club,Miyagi Prefecture~
Haruka Ishiguri Tomio Maruyama
Abstract
The damage caused by the Great East Japan Earthquake which occurred on March 11,
2011, was serious.The purpose of this study, is that comprehensive community sports clubs
of Kesennuma City, Miyagi Prefecture and Shichigahama that were aﬀected by the Great
East Japan Earthquake to clarify how the change was for by the earthquake.
Whether, also "Excellent Club" you want to clear whether reborn to the club as a "civil so‑
ciety" of (mature club) as desirable club "expected eﬀect as a philosophy" has been obtained
through the earthquake.
The method of this research is following two. 
1. Club survey
Both club representatives to the interviews and questionnaire ("Expected eﬀect as philoso‑
phy" and "Excellent Club evaluation criteria" self‑evaluation of each item with a 5 stage)
was asked.
2. Member survey
Through the staﬀ to club and A club of N club members, was carried out a questionnaire
survey by placement method.
The results has been with the hypothesis of the present study, "1. The experienced the dis‑
aster, than surveyed club before the earthquake," expected eﬀect "has increased as a phi‑
losophy." With respect to that is, an average of four to two clubs both the resulted that
more points. From the above, hypothesis 1 was demonstrated."2. Similarly, experienced the
disaster, is evaluated at some point as" Excellent Club "." With respect to it, but there are
several items may have pointed out the high evaluation, is still underdeveloped items many
Yes, it was found that the current growth stage towards Excellent club. From the above,
hypothesis 2 was not demonstrated.









































































































（平成 25年 9月、平成 26年 3月、12月）
１）①気仙沼市Ｎクラブ　②七ヶ浜町Ａク
ラブ
２）調査時期および方法
両クラブ代表者にヒアリング調査および
アンケート（「理念として期待される効果」、
および「エクセレント・クラブ評価基準」各
項目を 5段階での自己評価）をお願いした。
２．会員調査
１）調査対象者
気仙沼市Ｎクラブおよび七ヶ浜町Ａクラ
ブ会員
２）調査時期および方法
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平成 25年 3月、対象クラブのスタッフを介
して留め置き法にてアンケート調査を実施
した。
３）調査内容
①会員の活動内容
②会員の意識調査　　
代表者のヒアリング調査を通し、「理念と
して期待される効果」、および「エクセレン
ト・クラブ評価基準」に対照し、クラブの現
状を分析する。同時に、クラブ会員へのアン
ケート調査によって、これを補強したいと
考える。
Ⅲ．結果と考察
１．クラブ調査結果
１）気仙沼市Ｎクラブ
気仙沼市面瀬地区にある総合型クラブの
Ｎクラブは、平成 15年 2月に設立された。
その年の 12月に NPO法人格を取得してい
る。平成 20年に文部科学省より「総合型地
域スポーツクラブを核とした活力ある地域
づくり推進事業」を受託した。
震災直後はボランティア活動を中心に動
いていたという。自らも被災者となりなが
らも、地域住民の生活の支援に徹底してい
たという。このころはまだスポーツ活動を
再開できるような人も場所もなかったとい
う。再開のきっかけは会員の一言であった。
「スポーツをまたやりたい。」という一言か
ら本格的に活動を再開させたのだという。
震災前の会員数は 250名であったが、震
災後は 228名と少し減っているようだっ
た。その中の会員の年齢構成だが、震災前は
小中学生が 120名、大人が 130名であった
が、現在は小中学生が 128名、大人 94名と
大人は震災前の会員数の 3分の 1に減って
いた。スタッフの構成に関しては震災で亡
くなった人がいなかったため変化はなかっ
た。スタッフの競技・専門性については特
にない。クラブの活動内容はスポーツ少年
団・地域スポーツ・大会運営・イベント企
画部に分かれている。活動の拠点は小・中
学校の校庭と体育館となっており、仮設住
宅の地域を回って活動をしている。しかし、
中学校の校庭には現在も仮設住宅が 153戸
建っている状態であり、使用はできない。施
設の管理は学校開放事業を行っているた
め、小・中学校が主である。クラブハウスと
してプレハブを建てている。本来は多くの
人々が集いの場として利用できるものが理
想的であるが、現在の地域の状況ではプレ
ハブで精いっぱいだという。今後の予定で
は仮設住宅の集団移転とともにクラブハウ
スも移転することを考えている。
２）七ヶ浜町Ａクラブ
Ａクラブは平成 17年に町の強い意向で
設立され、同年にはＮＰＯ法人格を取得し
ている。その後、平成 18年に七ヶ浜町総合
スポーツセンター管理運営事業（指定管理
者）を受託、平成 21年にはスポーツ振興く
じ（toto）助成事業を受託するなど、クラブ
の活動の規模は大きくなっている。
Ａクラブでは活動拠点であった町民体育
館が震災によって崩壊し使用不可能とな
り、グラウンドは仮設住宅地に変貌し活動
が困難な状態が続いている。しかし、総合型
の活動はスポーツだけではなく文化的活動
も含まれるため、場所を選ばずに活動をで
きるものに力を入れるようにした。地域の
人々の暮らしがスポーツや文化活動によっ
て豊かになるようにするものであると考え
ている。クラブスタッフは震災前 13名、震
災後は 27名と増えている。これは応急仮設
住宅の管理運営委託を受託したためであ
る。　　　　
施設は総合スポーツセンター内施設（町
民体育館、第１スポーツ広場、第２スポーツ
広場、野球場、テニスコート、武道館、七ヶ
浜サッカースタジアム、町民プール、野外活
動センター、管理棟）と七ヶ浜健康スポーツ
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センターアクアリーナ（Ａクラブの管理下
ではない、プールを中心としたスポーツ施
設）を中心に活動していたが、学校開放事業
も始まったため管理する施設が多くなっ
た。活動の内容も、震災前の活動に加えて地
域の小・中学校と連携を取り、文化体験を
行うアクティブサークルや女の子を対象と
したフットサル教室を実施している。震災
が起こったことによって活動が増えている
のも事実のようだった。ひきこもりの児童
や高齢者にいかに社会参加してもらえるか
が今の七ヶ浜には重要なポイントになって
いるようである。
３）自己評価のまとめ
１．「理念として期待される効果」
⑥医療費の削減は、両クラブともに数値
的なデータがないため除外した。
Ｎクラブの平均点は 4.38点、Ａクラブは
4.63点という結果となった。
Ｎクラブは⑨スポーツ文化の醸成、Ａク
ラブは①地域コミュニティの形成が 3点と
なっている。両クラブともに課題としてい
ることは違っているようである。
その他の項目は高い点数となっている。
工夫を凝らした活動を考え、実施している
ことからこのような高い点数になってい
る。両クラブともに、学校や自治会などと連
携をし、地域に溶け込んでいるクラブにな
っているようである。また、幅広い世代の交
流もできていることから、総合型地域スポ
ーツクラブとして期待される効果がほぼ得
られているといえる。
表３．理念として期待される効果平均点
２．「エクセレント・クラブ評価基準」
両クラブとも、評価基準によって高く評
価できる項目は少ない結果となった。Ｎク
ラブはすべての項目が 3点以上の平均 3.42
点だが、Ａクラブは④地域性/組織間ネット
ワークの拡がり、⑤組織安定性・持続性、⑥
スポーツ専門性以外は 3点以下で、平均
3.12点であった。
自己評価であるために、両クラブを単純
に比較はできない。特に事業内容や事業規
模を勘案すると、Ａクラブはやや厳しい自
己評価となったといえる。しかし、両クラブ
とも自己評価の得点から、まだまだエクセ
レント・クラブになるためには満たさなけ
ればならない項目が多く、両クラブともエ
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図１．理念として期待される効果 図２．エクセレント・クラブ評価項目
クセレント・クラブとは言えないが、地域
にふさわしい「市民団体」としての総合型地
域スポーツクラブになるための道程にある
と考えられる。 
表４．エクセレント・クラブ評価項目平均点一覧　
２．会員の意識調査結果
１）回答者の属性
Ｎクラブは男性が 8名、女性が 18名の全
体で 26名の回答を得ることができた。50
代以降の人が多いが、30代～70代の会員か
ら回答が得られた。Ａクラブの回答者は男
性が 3名、女性は 27名から回答を得ること
ができた。属性は多くが 60代であった。Ｎ
クラブと同様に女性会員が 90％と多くな
っている。Ｎクラブとは違い、50代、60代、
70代の年齢層に集中している。
２）クラブへの加入理由
震災前に加入した会員と震災後に加入し
た会員に分けてクラブへの加入理由につい
て聞いてみた。
「健康・体力づくり」と回答した会員は
88.1％、「体を動かすのが好き」と回答した
のは 46.3％とほとんどの会員が健康志向で
あることがわかる。次に多かったのが「コミ
ュニケーションをとるため」で、52.4％であ
った。この結果から、クラブが憩いの場とし
ての機能を担っているのがわかる。震災後
に加入した会員にも同じようにクラブへ加
入した理由を聞いてみた。「健康・体力づく
り」と回答した者が 85.7％、「体を動かすの
が好き」という回答は 42.9％と震災前加入
会員同様の回答率であった。
３）クラブへの参加頻度
回答者全員に対し、現在の参加頻度およ
びクラブの活動についての満足度を調査し
た。
参加頻度は非常に高く、「ほとんど休まず
参加する」と回答した者が 55.4％、「用事が
なければ参加する」という回答が 42.9％で
あった。このことから、クラブへの参加率は
全体的に非常に高い数値となっている。ま
た満足度も全体の 73.2％が「満足している」
と答えている。多くの会員が現在のクラブ
活動に満足しているようである。
４）震災前からの会員の意識の変化
震災前からの会員（42名）に対し、震災
後の参加頻度の変化とクラブ活動の変化に
ついて尋ねた。
クラブ活動の活発化については、「どちら
ともいえない」という回答が 33．3％で最も
高かったが、「ある程度思う」31.0％、「思う」
21.4％と、半数以上の人が震災後、クラブの
活動に変化があったと回答している。震災
後のクラブの様々な活動を会員も認知して
いるようである。
５）コミュニティ意識の変化
本調査では、感情、統合認知、参加意欲の
3側面から代表される設問から、「地域への
愛着（感情）」、「地域行事への参加（参加意
欲）」、「住民のまとまり（統合認知）」の設問
を用意し、コミュニティ・モラルを分析し
た。
どの項目もやや高い評価ができており、
震災後の地域住民のコミュニティ・モラル
は向上しているということがわかった。
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Ⅳ．総括
１．仮説の検証
今回の論文の仮説としている、「１．震災
を経験し、調査対象クラブは震災前よりも、
『理念としての期待される効果』が増えた。」
ということに関しては、両クラブともに平
均４点以上という結果となった。以上のこ
とから、仮説１は実証された。
「２．同様に、震災を経験し、いくつかの
点で『エクセレント・クラブ』として評価さ
れる。」ことに関しては、高い評価を指摘し
た項目もいくつかあるが、未発達の項目が
多くあり、現在エクセレント・クラブへ向
けて成長段階であることがわかった。以上
のことから、仮説２は実証されなかった。
２．まとめ
震災前後の活動について比較をしてきた
が、沿岸部地域にある両クラブとも年を追
うごとに震災前の活動よりも活発な活動を
し、震災の被害を受けながらも地域に力強
く根を張っていることがわかった。震災前
のような“日常”を取り戻しつつある傾向に
あることもわかり、「地域のための活動がで
きて当たり前の“日常”があることの大切さ
が身に染みてわかった」とインタビューを
したスタッフは答えている。クラブは地域
住民のニーズに答える活動をする団体であ
ることは震災前も震災後も変わりないとい
う。しかし、地域住民や会員のニーズという
のは変化するため、これからも“地域の声”
を聞く受け皿としての役割を担っていきた
いという。こうしたスタッフの努力に答え
るかのように、「クラブ活動に楽しく参加し
ている」、「地域が好きになった」という会員
が多いことがアンケートで明らかになっ
た。また地域行事へ積極的に参加している
人が多く、地域を元気にしたいと思う人々
が集まっている傾向にある。ボランティア
として各地域から多くの人々が来ている
が、いずれは終わるもので、“一時的”“非日常
的”である。ボランティアの活動は終了して
もこの総合型クラブは地域に残り、活動を
続ける。総合型クラブとしての活動は地域
に根付いたものだからこそできることが多
く、活動を継続させることでより良い地域
づくりができる。“日常的”な活動は当たり
前のことであり、継続的な活動である。総合
型クラブは、“非日常”だった活動を“日常”の
活動へと変えることができる。今まででき
なかったことが総合型クラブではできると
いったメリットが総合型クラブならではの
長所であることがさらに明確になった。
今回調査対象とした 2つのクラブは、ど
ちらも地域に合っている活動をするように
心がけている。「理念として期待される効
果」がほぼ得られていることから、クラブが
地域に根付いていることがわかった。
３．クラブへの提言
総合型クラブの今後の課題としては、量
をこなす活動よりも質の良い活動を提供す
ることが日本体育スポーツ経営学会の中で
言われている。地域住民のニーズ・ウォン
ツに答え、必要な活動は何かを考えること
が重要なのである。また、それを継続する力
が必要なのである。根本的に、総合型クラブ
が何のためにあるのか。それは地域住民の
暮らしを豊かにするためなのである。総合
型クラブは地域と共にあることを忘れては
ならない。
また、今回の２つのクラブともに後継者
の育成を課題としている。どちらの総合型
クラブも現在のクラブマネジャーが居なく
ては成り立たないという。こうした課題は
他クラブにもあり、次世代の後継者の育成
に力を入れ始めている。今後はクラブの担
い手として、青少年やスタッフの育成に力
を入れていくべきである。自分を成長させ
てくれたクラブへの恩返しをするために青
少年たちがスタッフとして戻ってきてくれ
ることが望まれる。また、地域住民のボラン
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ティア活動については、クラブ方針の理解
を得た上で活動してもらうべきである。さ
らに、自主的に活動するようであれば尚良
い傾向である。そうした市民団体として地
域との連携を図り、共存の関係を取るべき
である。
今回のクラブは以下のような項目を課題
としている。
・クラブの後継者を育成する（スタッフ、指
導者）
・クラブハウスの整備（異質間交流性）
・地域ボランティアの募集（市民性の育成）
・会員のクラブへ対する意識を育てる（市
民性の育成）
・障がい者が参加できるスポーツの場を提
供する（多様性、公開性）
・地域に根付くクラブにする（地域性）
このような項目を改善したクラブが「市
民団体」としての総合型クラブとして成長
したと言える。今後の総合型クラブには必
要不可欠な要素である。
４．今後の課題
今回は被災地の総合型クラブの震災前後
の変容について調べたが、活動が未だにで
きていないクラブや小規模な活動しかでき
ていないクラブが抱えている問題を明らか
にする必要がある。そうした被災地の現状
を知り、今の被災地には何が必要であるの
かを知るべきである。実態を調査し、今後ク
ラブを設立しようと思っている人、団体、現
在クラブを運営している人に役立つ情報を
提供したいと考えている。また、自分自身が
総合型クラブに関係しているため、調査し
た情報を活用することができればよいと考
えている。
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